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要旨 
 

 現在、日本の水産物の自給率は 60％と低迷し、残り 40％を輸入に依存している。言い換える

と、消費者への水産物の安定供給に輸入水産物の供給が大きく関わっているといえる。以前は日

本のみが水産物を大量に消費していたために、輸入に依存している部分を安定して確保すること

が出来た。しかし今、世界規模で健康志向やシーフードブームの影響により水産物の需要量が増

大したため、状況は一変した。需要量の増大に伴いそれに見合う量を生産することができず、水

産物の供給量が不足となってしまったのである。これにより、水産物の価格も上昇しており、日

本が輸入に依存する部分を確保するためにはヨーロッパやアジア諸国との競争に勝つことが前提

条件となったのである。しかし、日本の輸入水産品に関する需要は低いため、ヨーロッパやアジ

ア諸国との競争に勝つほどの高値で水産物を輸入できない。このことは日本が買い負けを引き起

こす大きな要因となっている。 

このような状況を改善するために、我々はトレーサビリティーと技術支援が必要であると考え

る。トレーサビリティーを導入すれば輸入水産物の安全性が消費者にも認識できる形で提示され

るようになり、現在の輸入水産物に対する偏見を払拭し、需要を伸ばすことが出来る。需要が増

えれば輸入業者の購買力が向上し、ヨーロッパやアジア諸国との競争に勝つほどの高値をつける

ことが出来るだろう。 

また、技術支援を行うことは世界規模での供給量増加に貢献するために必要であり、これは魚

食大国日本としても重要なことであろう。しかし技術支援のみでの大幅な供給量の増加は難しく、

他の対策も同時に必要だと考えられる。ここで必要なのは、技術支援国との流通ネットワークの

構築であり、これによって日本に生産量の増加した部分を輸出しやすい環境を作りだすことによ

って、初めて日本の輸入の抱える問題点を改善していくことができる。 

このことから、本稿ではトレーサビリティーと技術支援の二つを用いることで消費者に輸入水

産品を安価で安全に安定供給できるようになることを提言したい。 
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ⅠⅠⅠⅠ    はじめにはじめにはじめにはじめに    

本稿では水産物が日本にとってどれほど必要であり、世界規模でどのような問題を抱え、また

それが日本にどのような影響を与えているか述べていきたい。 

水産物は日本の食文化において象徴的な存在である。それを示すように、寿司、焼き魚、練り

物に至るまで日本人は水産物をさまざまな料理に生かしてきた。また、（社）大日本水産会「水産

物を中心した消費に関する調査に」によると、約 55％近くの人が日ごろの食事で魚介料理を増や

したいと考えており、現在でも水産物に対する関心の高さが伺える。消費量も他国と比べて非常

に多く、日本人にとって魚を食べるということが生活の一部であるということは言うまでもない

であろう。 

 このような文化を持つ日本は 1970年代前半まで、水産物の自給率は 100％を越えていた。しか

し。その後、国内生産は減少し、輸入が増加していった。これにより、自給率は大きく低下し、

現在は約 40％を輸入に依存している。つまり、現在は消費者への水産物の安定供給に輸入水産物

が大きく関わっているのである。 

 このような状況下、現在 BSEや鳥インフルエンザの影響により世界的なシーフードブームが起

き、世界規模で水産物に対する需要量が増加している。そのため、需要量の増加に伴う供給量の

拡大が求められているが、世界規模で漁獲量の増加は難しく、供給量を需要量に見合う分増加さ

せることが困難になっている。このため、魚自体の価格も上昇しており、日本は以前よりも高い

価格で輸入競争しなければならず、ヨーロッパやアジア諸国に対し買い負けをするようになり、

日本が輸入に依存している量を確保できなくなったのである。 

つまり、世界的規模での供給量不足、他国との競争による買い負けを解決しなければ、今後も消

費者に安定供給をしていくことは難しく、早急な対応が求められている。 

本稿では現在、この日本が抱える輸入に関する問題をどのようにしたら解決できるかを明らか

にし、問題に対する対策の有用性を明らかにしたい。そのため、第 1章、第 2章では日本の輸入

の現状を考察することで、日本が抱える問題の真相を明らかにする。また第 3 章、第４章ではそ

の問題に対し、有効と考えられるトレーサビリティーや技術支援の現状、課題、改善策を明らか

にし、第５章で前の章で述べた対策の重要性、必要性を明らかにしていく。 

なお、本稿を製作する上で、多くの時間を費やし、その結果、水産物の輸入状況や食品の安全

管理、技術支援について幅広い知識を得ることができた。今回、本稿を通して、現在の輸入に関

する問題の対策の必要性、またその対策することによる効果をどのように伝えるかに苦心したが、

輸入に関する問題へ取り組む上での枠組みの必要性を理解、また興味を持って頂ければ幸いであ

る。 
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ⅡⅡⅡⅡ    現状現状現状現状・・・・問題意識問題意識問題意識問題意識 

1 1 1 1 日本日本日本日本のののの水産物需給水産物需給水産物需給水産物需給のののの変遷変遷変遷変遷とととと現状現状現状現状    

    

日本の水産物自給率の推移（図 1－1）をみると、1964 年は 113％で高い自給率を誇っていた

が、1976 年に 99％と自給率 100％を割ってしまう。その後は国内消費量の拡大とそれに沿った

輸入の大幅な増加によって、100％を超えるどころか減少の一途をたどり、2000 年から 2002 年

では 53％と最低値を記録、その後はやや上昇したが、2006年時点では 59％と過去に比べればか

なり低い数値といえる。つまり国内消費量の約 40％を輸入品に依存しているというのが現状であ

る。 

 では、その現状に対して国内生産量増加による自給率回復は見込めないのであろうか。2006年

12月水産庁発表の「水産物自給率等の推移と今後の見通し」によれば、2005年で国内生産量 511

万トン、うち食用 445万トンに対し、2017年では国内生産量 470万トン、うち食用 401万トン

と国内生産量のさらなる減少が予測されている。つまり国内生産量の回復は厳しいということが

予測されており（図 1－2）、さらに 2012年の自給率目標値（図 1－3）でさえ 66％とされている。

すなわち、今後も輸入品に依存する部分が存在し続けるであろうことは簡単に予測できるのであ

る。 

ところが近年、水産物の輸入が以前よりも困難になってきている。その理由として、第一に水

産物の価格の高騰が挙げられる。2007年 6月水産庁発表の「我が国と世界の水産物需給」によれ

ば、輸入量は 2001年時点で 382.1万トン、2006年では 315.4万トンと約 18％減少したにもかか

わらず、輸入額は 2001年時点で 1兆 7237億円、2006年では 1兆 7074億円と約 1％しか減少し

ていない。（図 1－4）つまり価格が高騰したために、従来の予算で輸入できたはずの量が確保で

きなくなってしまったのだ。 

 第二に、水産物の価格の高騰に対応できない輸入業者の実状がある。1985年のプラザ合意で一

度急速に円高が進み、それ以降、円安が進んでいる（図 1－5）ので、輸入産業は購買力が低下し

ており、さらに国内の消費者からの輸入品に対する需要の小ささでは、たとえ高値で輸入したと

しても、利益をあげられないという結果になってしまうのだ。それに加えて円安にもかかわらず

国内の水産物の物価が上がらない（図 1－6）というデフレに直面し、輸入業者はますます利益が

低迷してしまう。このような二つの現状から日本の輸入業者はいわゆる輸入競争国であるヨーロ

ッパやアジア諸国に「買い負けする」という状況にある。 

 こうした現状に対して政府はどう対応しているのであろうか。2007年 3月 8日に閣議決定され

た「新たな水産基本計画」では以下のように記されている。 

 

新たな水産基本計画においては、我が国の水産業・漁村をめぐる情勢の変化を踏まえ、 

１．低位水準にとどまっている水産資源の回復・管理の推進 

２．国際競争力のある経営体の育成・確保と漁業就業構造の確立 

３．水産物の安定供給を図るための加工・流通・消費施策の展開 
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４．水産業の未来を切り拓く新技術の開発及び普及 

５．漁港・漁場・漁村の総合的整備と水産業・漁村の多面的機能の発揮 

６．水産関係団体の再編整備 

などの水産政策の改革に取り組むこととされています。    （※水産庁 HPから引用） 

 

 これからわかるように、政府の基本計画は国内水産業の活性化が中心で、輸入品の確保に対す

る対策をしているとはいえない。確かに国内水産業の活性化は重要であるが、先ほど述べたよう

に、国内生産量が多少伸びたとしても自給率を 100％に戻すことは困難であり、輸入品に依存す

る部分が存在することは必然と思われる。このような状況の下、先に述べたような買い負けの二

つの要因を解決するため、対策が必要ではないかと考えられる。 

 

 

2 2 2 2 水産物水産物水産物水産物のののの輸入量輸入量輸入量輸入量をををを安定安定安定安定してしてしてして確保確保確保確保するするするする上上上上でのでのでのでの課題課題課題課題    

    

日本が買い負けをする理由として、輸入する際、魚の価格が以前と比べて上昇していることと、

ヨーロッパやアジア諸国が国際市場において日本よりも高い額で水産物を購入していくことが挙

げられる。なぜこのような事態に至ってしまったのか、どうすれば解決することが出来るのかを

これから考えていきたいと思う。 

まず始めに輸入する際に水産物の価格が以前と比べて上昇してしまった理由から考えたい。こ

れは、一言でいうと、世界の需要が伸びているのに対し、供給が追いついていかないからだ。 

週刊エコノミスト（2007 年 8月 7 日号）によると、近年、世界の水産物の需要量・消費量は増

え続けている。1993 年～2003 年の間で EU では年間の消費量が 883 万ｔから 996 万ｔと 113 万ｔ

増加、中国では 185 万ｔから 333 万ｔと 148 万ｔ増加している。また米国でも 581 万ｔから 621

万ｔと 40万ｔ増加した。このような現象の要因として、BSEや鳥インフルエンザによる食肉離れ、

健康志向の高まりによるシーフードブーム、日本食ブームが挙げられる。またブラジル、インド

などの BRICs 諸国でも、経済成長の恩恵を受け、生活水準の向上と共に、水産物の需要が高まっ

ている。 

このような世界規模での水産物への需要の増加に対し、世界の漁業・養殖業生産量も過去 10年

にわたって増加を続けており、1995 年から 2005 年にかけて約 1 億 2700 万ｔから約 1 億 6000 万

ｔと約 3300 万ｔ増加した。 

しかしその一方で、有限資源である漁業資源の枯渇が問題視されている。FAO（国連食糧農業機

関）の「世界漁業・養殖白書（2004 年度版）」によれば、世界の主要な漁業資源のうち 50％が資

源に比べて獲りすぎとなる一歩手前の「満限に利用」という状態、残る 50％のうち 25％はすでに

「過剰に利用されているか、枯渇している」状態となっている。つまり、「もうこれ以上獲っては

いけない」という危機的状況にある。このようなことから、乱獲の制限と資源管理の徹底、そし

て養殖や栽培漁業などによる安定した水産物の供給が求められている。 

このように世界全体で水産物の需要量が増大しているにも関わらず、生産量を増やすことは困
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難な状況であり、需要量に供給量が追いついていない。そのため世界各国は以前よりも高い値段

で輸入することになった。世界レベルでさらに人口増加が続いている昨今、この魚食ブーム以降

も水産物の需要量は高い位置で推移していくと予想され、供給量を増やしていくことは絶対条件

といえる。 

このように世界全体で水産物の供給量を増やす対策が求められている現在、日本に求められる

のは、世界トップの魚食国としてリーダシップを発揮し、この問題について取り組んでいくこと

である。世界的な水産物の供給不足に対して対策を提案、実践し、その中で日本への供給を速や

かに行うことができれば、日本が抱える問題に対しても対策として十分に役割を果たすと考えら

れる。 

 

次にもう１つの問題、魚を輸入する際に日本の輸入業者が競争国との価格競争についていけな

い理由について考えていきたい。日本が価格競争についていけないのは、ヨーロッパやアジア諸

国が購入する価格で日本の輸入業者が購入しても利益を生み出すことができないからである。こ

れはヨーロッパやアジア諸国と同じ価格で購入しても、ヨーロッパやアジア諸国のように消費者

に買ってもらうことが出来ないからだと考えられる。つまり、ヨーロッパやアジア諸国の消費者

と日本の消費者では同じ魚でも買っても良いと思う価格が違うのである。では、なぜこのような

ことが生じるのだろうか、輸入物の現状について考察していきたい。 

まず、輸入物の価格について図 1－7を見てもらいたい。これは主な水産物の卸売り価格と輸入

価格の表であるが、魚種によってバラつきがあり、輸入物は生鮮、冷蔵などの区別はされていな

いため、単純に比較することは出来ない。しかし、二つの価格の間に差があることは分かる。例

えば、かつおは H17年卸売り生鮮物だと 405円、同じ年の輸入物だと 89円で 300円以上の差が

ある。同様に、キハダマグロでは、H17 年卸売り生鮮物が 993 円、同じ年の輸入物が 427 円と

500円以上の差がある。 

輸入物の価格表を見ると、年々価格が上昇していることが分かるが、それでも国産品との価格

の差は埋まっていない。さらに、図 1－８は、魚が獲られてから、または輸入されてから、どの

ように流通されていくかを表した図であるが、国産品に比べて輸入品のほうが仲介業者の介入が

少ないことがわかる。つまり、流通過程で発生する価格上昇も輸入品の方が国産品と比べて少な

くなることがいえる。 

以上のことから、水産物を購入する際に、輸入品のほうが消費者にとって安価な価格で提供す

ることに秀でており、輸入物の価格上昇が原因で、輸入品に対する消費者の購買意欲の欠如に関

係しているとは考えにくい。 

では、なぜ消費者が輸入物を諸外国の消費者より安い値段でしか買わないのか。これはどうや

ら消費者の意識に問題があるようだ。 

次の記事を取り上げ消費者の意識の中に国産品のほうが輸入品よりも安全面で信用出来るとい

う考えが存在し、それが輸入品を購入する上で不安要素になっていることを示したいと思う。 

 

産地偽装、昨年八月から宮崎市の業者証言 台湾産に国産シール 
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ウナギの産地偽装問題で、宮崎県などから日本農林規格（JAS）法違反の疑いで立ち入り調

査を受けたウナギ卸売業「石橋淡水」（宮崎市佐土原町）の実質的経営者、石橋政男取締役（59）

が 26 日、西日本新聞の取材に応じ、2006 年から台湾産のウナギを宮崎産と偽って販売してい

たことを認めた。同社は偽の産地証明シールを貼る手口で県内外の加工者に卸していた。 

同社は、年間 400-500ｔのウナギを加工業者に販売しているが、そのうち約 8 割が台湾産だ

ったという。同社は 03年頃から、台湾からウナギを輸入し始め、当初は台湾産と宮崎産を分け

て販売していた。 

だが、06年から加工業者などから「国産ウナギの産地証明が欲しい」などと求められ、国産

が足りなくなり、台湾産ウナギに宮崎産の産地証明のシールを貼って卸すようになったという。 

石橋氏は「台湾産を『宮崎産、国産だよ』とうそを言って取引先に販売していた。相手は（偽

装）を一切知らなかったはず」と話している。同社は調査を受けた 8 月から休業中。石橋氏は

「大変な迷惑を掛けてしまい、申し訳ない。」と謝罪した。 

（Yahoo!Newsより） 

 

このような事件が発生した要因として、輸入品のうなぎに対する消費者の需要が低いことが挙

げられる。つまり、「輸入品よりも国産品の方が安全である」という意識を持つ消費者が国産を求

めた結果、業者は台湾産を宮崎産と偽ることで、利益を得ようとしたのだ。このことから、消費

者の意識が購買活動にどれほど影響するかがわかる。 

しかし、本当に国産品は輸入品に比べて安全なのだろうか？国産＝安全という固定観念が常に

成立するとは限らない、ということを次の記事で明らかにしたい。 

 

食卓を預かる主婦が食材の「産地」に目を凝らす。国産なら安心。中国産なら手を引く。夕

刻のスーパーでよく見かける光景だ。 

ならば厳しい基準を満たす国産品は安全で、管理が甘い外国産は危ないのか。ことはそう簡

単ではない。東南アジア諸国連合（ASEAN）の一角で、背筋が寒くなる話を聞いた。 

「日本は残り物の市場。食のゴミ箱と呼ぶ人もいる。」発言の主は食品加工会社の経営者。日

本に冷凍エビを輸出している。「日本人は誤解しているようだが、日本の安全基準は国際的に見

て極めて甘い。」 

この地元企業は、厳格に検査した品」を欧州連合（ＥＵ）と米国市場に回し、それ以外を日

本に売るのだという。日本の消費者が描く「安全な国ニッポン」。アジアの目に写る日本市場の

姿は、その美しい自画像とは似ても似つかない。 

一例を挙げよう。醤油などに含まれる。「3-MCPD」という科学物質がある。一部の専門家が

発がん性の疑いを指摘したのを受け、真っ先に含有量の規制策を打ち消したのはＥＵだった。 

日本では、まだ醤油業界が自主的に 1PPM という目安を設けているだけ。ＥＵが法的に定め

た 0.22PPMに比べて、二桁もハードルが低い。アジア企業は日本だけでなく欧米にも顧客を抱

える以上、厳しいＥＵ基準を満たす努力をするほかない。 
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ASEAN に工場進出したものの、ＥＵ準拠の審査に合格できずに悩む日本の食品会社がある。

日本には輸出できても、欧米市場ではＥＵ基準に鍛えられたアジア企業に歯が立たないという。

笑えない話だ。 

マレーシアやタイは、ＥＵの指導の下で食品安全の国内法規を厳格化し始めている。ＥＵと

同等の水準を目指す政策こそ世界で自国産品の信用を高める近道だと判断したからだ。ふと東

アジアを見回せば、域内の基準制度はＥＵ方式が席巻している現実に気づく。         

（2007年 10月１日付け日本経済新聞 経営の視点より） 

 

これは日本の食品業界全体に関する記事であるが、この記事を読む限り日本の食品の安全面に

関する国内基準は EU に比べてかなり低いものと言える。もちろん水産業界も例外ではない。こ

のような低い基準をクリアした食品が、本当に安全だと言えるのか。日本国内の基準が低いにも

関わらず、国産品だけが安全で、輸入品は安全性が低いという考えは成立しない。消費者が食品

の安全性を正確に把握できないことが問題なのだ。消費者はテレビや新聞など、メディアからの

情報を参考に独自に判断するしかなく、目の前の商品が安全かどうか知るすべを持たないのであ

る。 

しかし、目の前の商品の安全性が確認出来るようになれば状況は一変する。国産品も、輸入品

も同じ基準で判断できれば、その商品の安全性を参考に買うことが出来る。つまり消費者は正し

い情報を得ることが出来、さらに輸入品も安全性を明らかにすることで、これまでより輸入品に

対する需要の拡大にも繋がると考えられるのである。 

 

これまで述べてきた通り、現在日本が抱える買い負けの要因としては、水産物に対する世界規

模の消費量の増加に比べて生産量の増加が追いついていないことによる水産物価格の上昇である

「需要と供給の問題」と、日本の消費者が輸入品を避け、国産品を購入していくために、輸入業

者が競争国と同じような高値で魚を購入することが出来ない「消費者の意識の問題」の二つの問

題がある。「需要と供給の問題」を解決するためには、世界規模での水産物供給量を増やすことが

必要であり、この需要と供給の不均衡が解決することによって日本が輸入する際の魚の価格の高

騰を抑えることが出来る。一方、「消費者の意識の問題」を改善していくためには、思い込みに頼

らない安全性を証明できる何らかの基準が必要であり、その基準を明確にすることによって消費

者は国産品、輸入品ではなく、安全なものとそうでないものを見分けることができ、安全な輸入

品に対してニーズが生まれ、輸入業者が魚を高値で購入しても利益を生み出す価格で販売するこ

とができるのだ。 

このように二つの問題それぞれを解決することにより初めて日本の買い負けを改善していくこ

とが出来ると我々は考える。では実際にどのような対策をすればいいのか、次章からはこれら二

つの問題に対する具体的対策として、トレーサビリティという安全基準の導入と、供給面の対策

である技術支援について考えていきたい。 
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ⅢⅢⅢⅢ    安定供給安定供給安定供給安定供給のためにのためにのためにのために～～～～トレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティのののの先行研究先行研究先行研究先行研究とととと分析分析分析分析～～～～    

    

 本章では、現状で述べた「消費者の意識の問題」に対する具体的対策として、「トレーサビリテ

ィ」という安全対策を取り上げ、考察・検証していく。第 1 節では、トレーサビリティとは何か

をその導入メリットとともに説明する。第 2 節では、日本におけるトレーサビリティの現状を述

べていく。第 3 節では、前節での現状を踏まえた上で、トレーサビリティの導入にあたる上での

問題点について述べる。第 4 節では、先進的な水産物トレーサビリティシステムである EU の

TraceFish を活用したトレーサビリティシステムが、日本で開発実証された例を取り上げ、トレ

ーサビリティについて分析していく。第 5 節では、前節までの分析を踏まえて、今後の日本にお

けるトレーサビリティのあり方について検証していく。 

 

 

1 1 1 1 トレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティとはとはとはとは何何何何かかかか    

トレーサビリティ（Traceability）とは、trace（追跡）と ability（可能）の、二つの用語を合

わせた言葉であり、生産、処理・加工、流通・販売等の段階で、食品の仕入先、生産・製造方法

などの記録をとり、保管し、食品とその情報を追跡し、遡ることができることをいう。つまり、

われわれ消費者から生産者まで、また、生産者へ納入する材料供給者に至るまで遡って情報を追

跡することである。このトレーサビリティを利用することによって、食品名とその流通経路およ

び所在等を記録した情報の追跡と遡及が可能になり、食品の安全性や品質表示に対する消費者の

信頼を確保することができる。 

そして、このトレーサビリティシステムを導入することによって、次のようなメリットが期待

される。 

① 食品の安全性に関して予期せぬ問題が生じたときに、記録された流通レートをたどっ 

て、その原因究明や、問題食品の回収等を迅速・容易に行うことが可能となる。 

② 食品の安全性や品質等に関する情報を消費者に伝えるとともに、表示内容の確認が容 

易になることを通じて表示の信頼を確保することにより、農薬や肥料の使用状況等を 

消費者に伝え、農産物や食品のマーケティングに有益、また生産者と消費者の間に「顔 

の見える関係づくり」に資する。 

③ 農産物や食品の流れを正確に把握することを通じて、生産者や食品事業者の行う製品 

管理、品質管理等の向上や効率化が可能となり、物流管理のコストダウンや労働時間 

の短縮に役立つ。 

このように、トレーサビティシステムを導入することにより、食品の追跡・遡及を可能とする

だけでなく、消費者の信頼性を確保し、物流効率化によるコスト削減を実現することができる。 
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2 2 2 2 トレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティトレーサビリティのののの現状現状現状現状    

    

日本では、2001年 9月に国内で BSE（牛海面状脳症）が発見されて以来、農林水産分野のト

レーサビリティシステムへの要請が強まってきている。農林水産省は「食の安全・安心のための

政策推進本部」を設置して政策大綱をまとめ、平成 15年度に法整備（食品安全基本法）を行うと

ともに、食糧庁の廃止や消費・安全局の創設などの組織改革と新たな行政組織（食品安全委員会）

創設を行った。国民の健康の保護が最も重要であるとの基本的認識に立った歴史的な政策転換が

行われたのである。 

こうした流れに迅速に対応しようと、現在、生産・流通・加工等食品業界に携わる各種団体・

企業等がトレーサビリティに関する様々な取り組みを開始し、食品トレーサビリティを実現する

ための情報システム導入が推進されている。 

今や消費者は所得の許す限りより安全性の高い食品を購入するようになった。その消費者の「食

への不信感」を払拭するためには、食品に使用されている原材料や生産・流通工程に関して、科

学的・客観的な根拠に基づいた情報対策をとることが基本となる。そして食品の供給者は、確保

した安全性に関する情報や履歴情報を、何らかの識別単位（個体もしくはロット）毎に食品とリ

ンクさせる仕組みを作る必要がある。このような安全と安心の仕組みは、食品の生産・加工・流

通や販売に関わる各プレーヤーが独自性を発揮しながらも、業界全体として消費者に「安心」を

提供するものでなければならない。トレーサビリティシステム実現のためには、消費者の信頼に

応える「標準的枠組」と、それを支える「社会基盤」作りについて、食品の生産・加工・流通・

販売に関する各種プレーヤーが知恵を出し合い、より効率的で効果的なしくみを作り上げること

が必要になってきている。 

BSE問題が発生したことにより、日本でも牛肉に関しては、トレーサビリティシステムが導入

されているが、水産業に関しては適用されていない。このことからトレーサビリティシステムは

まだ普及への道のりの途上と思われる。 

 

 

3 3 3 3 問題意識問題意識問題意識問題意識    

    

国内で生産したものや、海外から輸入してきたものをすべてトレーサビリティシステムの活用

により、消費者の「食への不信感」を少しでも払拭できるのではないか、と考えることができる

が、このトレーサビリティにはいくつか問題点があり、すぐには適用できないのである。 

一つ目の問題点は、“導入メリットが感じにくい”ということである。これは、システム導入コ

ストに見合った効果があることが難しいことから、生産者や食品事業者がメリットを感じにくい、

ということである。 

二つ目の問題点は、“システム導入にはコストかかかる”ということである。トレーサビリティ

システムの導入に必要なコストとしては、主に、①トレーサビリティシステムの構築に必要な情
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報処理機器や分別保管施設などのインフラ整備に必要なコスト②情報の記帳・整理・保管、食品

の分別管理などに必要な日常的なランニングコスト③システムの信頼性を保証するための科学的

又は社会的な検証に必要なコスト、がある。このほか、トレーサビリティシステムの構築・維持

には、実施体制の確立のための連絡、調整等に多くの時間・労力がかかる。 

三つ目の問題点は、“事業者単独の取り組みが中心”ということである。これは、EUで行われ

ている TraceFishのようにシステムの基本的な部分についての統一がなく、相互運用性のないシ

ステムが構築されつつあるために効率化を妨げかねない、ということである。 

日本では、トレーサビリティシステムに関してこのような問題を抱えているが、実は EUは日

本よりも食品の安全性に関しての取り組みが進んでいる。EUでは「TraceFish」という制度が整

っている。食品トレーサビリティシステム標準化推進協議会(2006)によると、食品の安全を望む

ノルウェーを含むヨーロッパの消費者や小売業者のニーズを背景に、TraceFishの開発プロジェ

クトは 2000 年にスタートし、2002 年まで実施され、当初は、欧州委員会から「生活の質と生

物資源の管理」プロジェクト（プロジェクト番号 QLK1-2000-00164）の一環として資金の提供

を受けていた。 

このように EUでは 2000年にはすでに水産物に対するトレーサビリティシステムの導入プロ

ジェクトが開始されている。 

EUでは、1980年代にはすでに食品においてさまざまな議論がされてきている。とくに BSE

問題によって EU委員会は食品安全問題を最優先の政策課題に置くことになり、1997年に EU委

員名は「EUにおける食品法の総合原則に関するグリーンペーパー」を公表した。このグリーン

ペーパーが目指す食品法の目標は、①高い水準の公衆衛生、安全性、消費者の保護を確保するこ

と②域内市場の自由な流通を確保すること③科学的証拠とリスク評価に基づいた法制度の確保④

ヨーロッパ企業の競争力の確保と輸出力の強化⑤食品安全への第一義的責任は農業生産者、食品

加工企業などの供給者にあること、また HACCP（危害分析重要管理点）のような安全システム

を採用するとともに、それが効率的な公共管理によって支援すること⑥法的制度は包括的で合理

的、一貫性があり、簡素化されており、利用者に便利で、関係者の間で充分議論されたものであ

ること、の６つに設定された。そして、グリーンペーパーによる議論が 2001年 1月の「食品安

全白書」として結実することになる。その後、2002年 1月 21日の EU農業大臣閣僚理事会によ

って“食品法総合原則及びヨーロッパ食品安全機関の設置、食品安全性問題の手続きを制定する

『ヨーロッパ議会及び理事会規則』”が決定された。2005年 1月には、食品法の一般要件にトレ

ーサビリティの規定を追加し、食品一般及び飼料について義務化された。 

このように、EUでは日本で食品の安全性の議論が行われる前にさまざまな議論が行われてい

たのである。EUと比較しても、日本は技術面に関してみると、決して遅れている国ではない。

つまり、日本でも EUの TraceFishと同じような政策が可能なはずである。次節では、TraceFish

を参考にしながら、今後の日本のトレーサビリティシステムを分析したい。 
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4 4 4 4     EU EU EU EU ｢｢｢｢TraceFishTraceFishTraceFishTraceFish｣｣｣｣をををを活用活用活用活用したしたしたしたトレーサビリティシステムトレーサビリティシステムトレーサビリティシステムトレーサビリティシステムのののの開開開開発実証発実証発実証発実証    

    

 本節では、平成 17年から農林水産省による「ユビキタス食の安全・安心システム開発事業」の

一環として、（社）大日本水産会及び（社）海洋システム協会が中心となって推進している「EU

の TraceFishを活用した統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステム」の開発・実証例を

もとに、今後の日本の水産物に対するトレーサビリティシステムの導入に向けた分析を行う。 

 この統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステム開発事業は、平成 17年の基本システム

設計を経て、18年、そして 19年と、2度に渡る開発・実証試験を執り行っている。 

 ではまず、このシステム及び実証試験の詳細について説明していく。平成18年におけるシステ

ムは、①EUのTracef i shの思想と技術を活用し、水産業界の多様な生産・流通形態に対応したトレーサ

ビリティシステムを開発実証することにより、水産物の生産と流通における安全・安心の実現を支援する、

②安全・安心情報に加えて、地域の水産物情報及び水産物の利用に関する情報等を広く外食産業

等の食品関連業界にも提供し、トレーサビリティシステムの普及に資する、③水産業における代

表的な５つの業態（遠洋、沖合、沿岸の漁船漁業、養殖、養殖輸出）を対象に実証を行い、①②

を実フィールドで検証する、という3つの目的のもと推進され、概要としては、EUのTraceFishの

思想と技術に基づくシステム基盤の開発実証、ユビキタス業務支援システム（生産・流通・販売

支援）の開発実証、水産業における代表的な５業態を対象にした実証実験3という3つの課題シス

テムの開発実証が大きなテーマとされた。また、このシステムは、我が国の水産業界において、

水産物の安全・安心を実現する統合的情報インフラとなるとともに、水産物輸出における国際的

な対応が可能なシステムであるとされ、水産物トレーサビリティの先進的な取組みであるEUの

TraceFishの思想と実現技術を導入したシステムでもあるため、TraceFishが持つ高い汎用性・公

開性、高い拡張性という特長も備えたシステムであると言えるだろう。ここでいう高い汎用性・

公開性としては、利用者に開かれ、事業者、消費者が簡単に安全・安心情報を入手できることや、

多種多様な水産物、幅広い生産者をカバーできること、そして水産以外の食品関係者（ 外食産業

等） にも必要な情報を提供できること等が挙げられる。また、高い拡張性としては、既存及び今

後作成されるトレーサビリティガイドライン等に対応し、データベース項目の追加変更やシステ

ム機能の拡張等、将来の仕様変更に柔軟に対応できることや、XML4、Webサービス等のITにおける

標準化技術を用いることにより、システム機能をオープンにして、利用者（ 特に用途開発者、ベ

ンダー等） が様々な機能を安価かつ容易に付加できること（ トレーサビリティの機能以外に、

水産物取引等の業務に積極的な応用展開が可能）などが挙げられる。 

 そして、このような基本システム案のもと最初の開発実証試験が行われた。EUのTraceFi shの

                                                   
3 水産業における代表的な 5業態とは、遠洋、沖合、沿岸、養殖、養殖輸出である。 

4 XML：eXtensible Markup Language 

インターネット上のデータの連携に重点が置かれたデータ記述言語（ 専門用語では、マークアップ言語もしくはメタ言語とい

う） の標準。同様のものにホームページの内容を記述するHTML（Hyper Text Markup Language）がある。HTMLと異なる点は、

WWWで使われる技術を標準化する団体であるW3C（WorldWideWebConsortium）より1998年に標準化勧告されたグローバルスタンダ

ードであること、独自にタグを定義することによりデータの互換性が高いこと等があげられる。 
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思想と技術に基づくシステム基盤の開発において中心とされたのは、｢J-Fish.net｣と呼ばれる各

自業者がサービスを提供し、システムがサービスを支援するという、分散型のシステムの開発で

あり、インターネット、XML技術、Webサービス技術を用いて、点在するフードチェーンの各事業

者のJ-Fishローカルシステムを統合しチェーントレーサビリティを実現する｢J-Fish統合システ

ム｣と、１つの企業もしくは団体・機関または、同一の地理的なエリア内に設置するなど、各事業

者に分散して設置する事業者向けJ-Fishローカルサーバシステムに分けられた。このシステムの

開発により、各事業者は、フードチェーン全体を網羅するトレーサビリティシステムを構築しよ

うとする際に、フードチェーンすべてにかかわる事業者との調整を行わずに、本システムに準拠

するシステムを導入するだけでチェーントレーサビリティシステムを構築できるようになるとさ

れた。また、｢J-Fish.net｣システムの機能面では、①Webサイト(ホームページ)による情報登録と

提供、②各事業者が保有するトレーサビリティ情報の一覧表化(J-Fishレジストリ)(図3－1)、③

水産物トレーサビリティ情報の共通インターフェース(J-Fish規格5)、④アプリケーション開発の

ための情報提供サービス(Webサービス)(図3－2)が開発された。その他、ユビキタス業務支援シス

テムの開発実証においても、さまざまなシステムが開発され実証試験が行われた。6そして、EUの

TraceFi shの思想と技術に基づくシステム基盤の開発の成果をフードチェーン 

デその有効性を検証すると共に、課題・問題点を明らかにし、より実用的かつ普及に資するシス

テムを開発するために、水産業における代表的な5業態を対象にした実証実験が行われた。 

 この開発実証は水産業界初の包括的なトレーサビリティシステムの取り組みであったため、こ

れまでの実例がなくそれによる比較等は行えなかったが、水産業の代表的な５業態による実証試

験はの結果としては、沿岸漁業での定置網漁業等新たなモデル対象として追加すべき部分は判明

したものの、その実用性・有効性を検証できていた。また、販売員の意識高揚のきっかけとして

トレーサビリティ導入が有効に働き、その結果売上げ増という新たなメリットを導出できたこと

や、商品紛失時に紛失箇所を特定でき、紛失商品を短時間に絞り込み、探し出す有効なツールで

あることなど、この実証試験によってさまざまな実例を得ることができたといえる。そのほか、

業務の効率化、安全・安心を支援するユビキタス業務支援システムでも一連の成果を得ることが

でき、それに伴って実用化、実用化の目処、新たな課題発見等今後の開発の上での有効な実例を

得ることができた。 

 しかしその一方で大きな課題として浮き彫りになったのが、大量に商品を扱う事業者の業務負

担が大きいこと、小規模な事業者が導入・利用しやすい簡便な機能が不足していること、トレー

サビリティのみでは養殖水産食品の安全は確保できないという3点であった。 

 また、参加した生産者側のニーズとして、魚病発生時の病気を判定し、適切な医薬品を選定で

きる環境が不足していることや、HACCPなどの対策を施している事業者が、消費者にこれを伝えた

いという2点が持ち上がった。 

そして、この平成18年の実証試験を通じて確認した課題・ニーズ等をもとに、①実用化・普及

                                                   
5 J-Fish 規格とは、TraceFish 標準をベースに、日本の水産業の業態や法規に対応しやすい項目を加え、消費者や取引先に対す

る情報提供に必要な商品カタログ情報とをリンクできるようにし、Web サービスによる事業者間の情報伝達の仕様を加えた規格

である。 
6 これらのシステムの具体的な説明は技術的なものであり、本論とは直接的に関係するものではないため、その説明は割愛する。 
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の推進、②機能の充実・システムの強化、③トレーサビリティシステムと情報の利活用の拡大と

いう大きな3点を翌年の開発の方向性として見出した。具体的には、①システムの継続的な運用と

利用や対象地域・取扱量の拡大、簡便で導入しやすいシステムへの改良等、②耐環境性・操作性

の優れた水産現場専用機器の開発や業態・業種毎に異なる現場に対応できるシステムの開発など、

③水産物流通支援(各事業者の力を発揮できる仕組みを提供)や用途開発者のWebサービスによる

情報利用の活性化が挙げられた。 

この方向性を基盤として、平成19年には上記の課題やニーズを解決するために、効率化と作業

負担の軽減、医薬品の安全管理システムの開発を中心として実証が行われた。この実証に関して

は、数多くの実証試験が行われているため、その中から、数例を用いてその結果を考察していき

たい。 

まず、トレーサビリティシステム機能の拡充に関しては、簡便で導入しやすいシステムの開発実

証を例に挙げる。この開発実証の目的は、小規模な事業者が参加・利用し易いシステムを開発す

ることにより、普及を推進することである。具体的な概要及び開発内容としては、小規模事業者

向けに、水産物ネットカタログ機能（生産者・水産物情報の登録と発信）が、既存のインターネ

ットに接続できるパソコン・携帯電話のみでシステムを容易に利用できるように、Web による登

録、問い合わせ等の支援機能等を開発するものであり、インターネットにつながるパソコンと、

バーコードリーダ、プリンタ等で利用でき、利用に当たっては、事前に会員登録し、ユーザーＩ

Ｄ 、パスワードを発行し、レベルに応じた利用が可能7となるものであった。(図3－3) 

この開発実証の結果としては、インターネットに接続できるパソコンと市販のバーコードリー

ダ、インクジェットプリンタもしくは、レーザプリンタで、カタログの登録、ラベルシールの印

刷、入出荷日時の登録ができるしくみを開発し、十分に利用できるレベルであることを確認でき、

また、利用者が選定に迷わないように、印刷するラベルシール仕様（生産者、販売店用）、推奨

するパソコン環境、バーコードリーダ仕様をまとめ、実証し、当初の仕様通りで問題ないことも

確認でき、有効かつ実用的なものであると言える． 

 次に、水産物生産における安全管理の高度化に関しては、食品加工・製造段階におけるHACCP

管理とトレーサビリティ管理の連携を例に挙げる。トレーサビリティは、食品事故時に範囲を特

定できるが、その原因までは特定できないため、その原因を特定する上では、各段階個別に安全

に関する取り組みとその情報を管理しておく必要がある。そこで工場内に留まっているHACCP 実

施の結果データをトレーサビリティ対象の魚介類の識別管理ロットと結びつけ、食品事故時の早

期原因特定に貢献することで、食品の安全確保への寄与としようということがこの開発の目的で

ある。開発内容は、HACCP 実施の結果データとトレーサビリティ対象の魚介類の識別管理ロット

と結びつける機能を現場の業務負担なしに開発することである。 

 この開発実証の結果としては、食品事故時の原因究明の迅速化に有効になるとの期待から取り

組んだが、電子印鑑を認めていないことより、紙ベースの管理であり、流通履歴と関連付ける際

に数１０ページに渡る管理データをPDF化し関連付けることは、業務の負担大であること、関連付

ける際に他の出荷商品に関連付ける人為的なミスが発生するリスクがあることより、チェックリ

                                                   
7レベルごとに ①データ閲覧のみ、②カタログのみ登録、②カタログ＋履歴登録などが利用可能に 
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スト総括表１枚のみをPDF化して関連づけることになったとされている。これは、現状では開発内

容にある「業務負担なしに」という面を考えても、電子印鑑、管理データの電子化を推進してい

かなければ、食品事故発生時の原因究明に活用上、十分とは言えず、この開発には、管理データ

の電子化を効率化する機能が必要であると思われる。 

最後に、トレーサビリティシステムと情報の利用・活用拡大について例を挙げる。この目的と

しては、日常業務のメインである取引支援にかかわることでトレーサビリティシステムを利用す

るインセンティブが上がり、普及にも寄与することが期待されるため、さらなる有効性、課題の

検証を行うことにある。その概要としては、水産食品の生産と流通に携わる事業者間に、ネット

を介したコミュニティの形成を支援し、水産物に関する鮮度品質情報、生産情報、流通情報の事

業者間の情報交流支援を行うことである。具体的内容としては、水産物に関する鮮度品質情報、

生産情報、流通情報の事業者間の情報交流の支援や、ローカルトレーサビリティを実施する事業

者が文書、画像、映像により情報をリアルタイムで発信受信することなどが挙げられた。 

この実証結果としては、機能に関して、有用な情報が用意できず、使い勝手が悪かったため、

あまり利用されなかったことや、生産者間よりも、生産者と小売との接点としての機能を期待さ

れたことなど、さまざまな課題が残され、実用化に向けては、利用者が具体的に何をすればよい

か、モデル等を整備し、提示してゆくことや、携帯で利用できる仕組みとコンテンツの整備充実、

業務系システムとの連携、受発注業務、商談業務を支援するためのサービスの提供などの対策が

必要ではないかと考えられる。 

 本論で取り上げた3つの例を含め、平成19年に行われた開発実証の結果を踏まえて現段階でのト

レーサビリティシステムを見てみると、水産業界関係者が、産地から消費者に至る水産物フード

チェーンの各段階における、魚種別、漁獲方法別、流通チェーン別の垣根を取り払ったシステム、

つまり、包括的なトレーサビリティシステムを導入・利用できるシステムの基盤はほぼ完成した

といえるだろう。しかし、このシステムはまだまだ導入・普及段階にあり、特にチェーントレー

サビリティに関する実例は少なく、トレーサビリティの確保だけでは、メリットが感じられない

という事業者も見受けられる。そのため、普及拡大を前進させるためには、2節の問題意識でも述

べたとおり、具体的な導入メリットの提示が必要なのではないかと思われる。そういった意味で

は、平成18年の開発実証時に見られた売上げ増という実例は大きなメリットとなるかもしれない

が、導入による販売員の一時的なインセンティブの向上よるところが大きく、この売上げの増加

は短期的なものであると考えられるため、やはり事業者が日常業務遂行時に発生するメリットを

導出することがより望ましいと考えられる。 

このように、日本における先進的なトレーサビリティシステムの開発実証では、さまざまな成

果とともに、新たな問題や課題、ニーズの存在が明らかとなった。次節では、これらの課題やニ

ーズを踏まえて、今後の日本におけるトレーサビリティに対する対応策などを検討していく。 

 

5 5 5 5 今後今後今後今後のののの課題課題課題課題とととと対応策対応策対応策対応策    

    

ここまで述べてきたように、日本国内でのトレーサビリティはまだまだ普及の段階である。こ
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れからの日本の食を守り、そして海外からの輸入品を安心して食卓に並べるためにも、今後特に

｢チェーントレーサビリティ｣8の導入が重要であると考える。 

現在、生産者や食品事業者が、トレーサビリティシステムの情報識別媒体として、ID番号、バ

ーコード、２次元コード、電子タグなどを用いているが、それぞれの取り組み主体が独自にトレ

ーサビリティシステムの構築に取り組んでいるため、複数企業に対してのエクスターナル・トレ

ーサビリティの実現が困難な状態にある。今後、エクスターナル・トレーサビリティの普及を促

進していくためには、異なるシステムを用いた主体が、既存のシステムを活かせる相互運用が可

能なシステム構築、あるいは既存システムの標準化及びその利用の徹底を推進し、実運用するこ

とが大きな課題となっている。 

また、特に中小企業の生産者や食品供給事業者は、インターナル・トレーサビリティシステム

を導入の運営でさえも、情報処理機器や分別保管施設など機器・施設の整備に要する費用、シス

テムを運営するための人件費用、システム検査のための委託費用など、多大な費用負担を伴うた

め、実現が難しいあるいは導入の意欲がもてないという現状がある。しかし、これは上記で述べ

たようにすでに中小企業向けにシステムの低価格化の開発実証がなされており、今後もその開発

は推進されると考えられ、中小企業でも簡便にインターナル・トレーサビリティの導入が可能と

なると思われる。また、これらのコストに関しては、今後トレーサビリティシステム導入の意義

等について、消費者を含めた幅広い関係者の理解の醸成が図られれば、最終的には、それが市場

原理の中で評価され、生産者、食品事業者、あるいは消費者等がそれぞれ応分のコスト負担をし

ていくことになるだろう。 

さらに、今回取り上げた TraceFishという制度は、流通におけるサプライチェーンの各段階に

おいて、ワンステップバック、ワンステップフォワードによる情報伝達を行うものであるため、

日本の国内事情の特徴である、多段階かつ多岐に渡る複雑な流通経路において、エクスターナル・

トレーサビリティを実現させるのに比較的導入しやすいものといえるだろう。特に普及・導入の

初期段階おいては、取り組み範囲も限定されるため、小規模な事業者にとっても有用だといえる。 

最後に、これまで述べてきたように、日本におけるトレーサビリティシステムの導入には、様々

な有効性あるいは問題・課題点が存在し、今後も開発実証により、改善や新たな問題の発生を繰

り返していくだろう。有効性を最大限に生かし、問題・課題を最小限に抑えるためには、その導

入にあたって、システム構築それ自体を目的としたり、必要以上のシステム構築要求が行われた

りすることのないように、関係者が相互に協力しながら、その費用と効果を比較し、より効率的

な導入を検討していくことが重要である。 

                                                   
8 各自業者内でのトレーサビリティの取り組みを｢インターナル・トレーサビリティ｣と呼び、事業者間でのトレーサビリティの

取り組みを｢エクスターナル・トレーサビリティ｣と呼ぶ。｢チェーントレーサビリティ｣とは、生産・加工・流通の各段階でのイ

ンターナル及びエクスターナル・トレーサビリティの一連の取り組みのことを言う。(図 3－4) 
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ⅣⅣⅣⅣ    安定供給安定供給安定供給安定供給のためにのためにのためにのために    

～～～～技術支援技術支援技術支援技術支援とととと流通流通流通流通ネットワークネットワークネットワークネットワークのののの先行研究先行研究先行研究先行研究とととと分析分析分析分析～～～～    

 

日本に対する水産物の供給量を増加させる上で最も効果的であるのは、日本の高水準の養殖技

術を外に移し、受け入れ国の生産力をあげる「技術支援」と、生産された魚を確実に日本に入れ

るための「国際流通ネットワークの確立」を実現することと考えられる。水産庁・外務省・農林

水産省といった政府機関もそれぞれ技術支援と流通ネットワークの確立の必要性を認めているが、

これらの機関では水産物における技術支援と流通ネットワークの確立は独立的に検討・実行され

ている。そこで私たちは技術支援と流通ネットワークの確立を各担当部署独立的に行うのではな

く、双方を組み合わせることによってより確実に、より安定的に、日本に水産物の供給すること

が可能になると考えた。第１節では、実際に農業で行われている技術支援と流通ネットワークの

確立を考察し、第２節でその農業でのモデルを水産業に置き換えて、水産業の技術支援モデルを

考えた。また、第３節では日本を中心とした東アジア圏での流通ネットワークの形成が可能であ

るのかどうかを、すでにネットワーク形成を行っているＥＵや APEC(アジア太平洋経済協力)の

実例を参考にしながら、ＦＴＡ(自由貿易協定)・ＥＰＡ(経済連携協定)などの協定を用いた国際ネ

ットワーク形成の可能性を検証している。 

 

 

1 1 1 1 農業農業農業農業でみるでみるでみるでみる技術支援技術支援技術支援技術支援とととと流通流通流通流通ネットワークネットワークネットワークネットワーク    

    

農業ではすでに「技術支援」と「流通ネットワークの確立」が実現している。農林水産省(2007)

によると、日本は途上国の世界の食糧供給安定に対する貢献が、日本の安定供給にも貢献すると

考えており、アジアの途上国や、援助を卒業または卒業しつつある国との国際的提携を図り、高

い技術を持つ日本型システムを各国の現状をふまえつつ移転することによって、日本の安定供給

に役立てようとしている。 

 

図 4-１は日本が農業の技術支援に際して行っているトータル的な支援方法を図示したものであ

る。支援方法としては、まずは前提として対象国の現状理解が必要である。それをふまえた上で、

環境・インフラの整備、技術支援、効率的な流通システムの確保、農家の育成・内発的成長の促

進といったように循環していく。環境の整備は生産の効率化だけではなく改良種や外来種による

土壌・水質への被害を防ぐためのものであり、インフラの整備は効率的に技術支援ができるよう

にしている。技術支援は単に技術のみを移せばいいといったものではなく、中・長期的に農業の

あり方や制度を考慮することが必要とされる。また、流通システムの確保は仲介人による買い叩

きを防ぐためであり、農家の所得水準の向上・育成・内発的成長を促進し、生産性の上昇と持続

的発展を可能にする。また農林水産省(2007)では、農業においてあてはまる技術支援の方法は水
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産業についてもあてはまるものであり、世界の水産技術をリードしている日本は水産技術だけで

はなく、そのシステムも途上国にとってもモデルなると指摘している。 

次に流通ネットワークの確立について論じていく。技術支援によって援助受け入れ国が生産性

を上昇させたとしても、その農作物が日本に入ってこなければ、輸入に依存している日本の需給

関係は安定しない。技術支援で世界全体の供給量が増加した分、日本における供給量も増加させ

るために必要となるのが国際的な流通ネットワークの確立なのである。国際流通ネットワークを

実現するためには、既存の協定である自由貿易協定（ＦＴＡ）・経済連携協定（ＥＰＡ）といった

二国間協定や多国間協定を利用することが望まれる。農作物に関しては、すでにこれらの貿易協

定に基づいて関税や非関税障壁の引き下げが行われているだけでなく、締結国間で経済取引の円

滑化などを行うことでアジアの各国から農作物を輸入し、日本への農作物安定供給を実現してい

るのである。このように、技術支援によって生産が増加した農産物を各国から確実に日本が輸入

するためには、技術支援に加えて FTAや EPAを活用することによって、日本への農作物の輸入

が円滑にすることが最も効果的だと考えられるのである 

このように、農業では技術支援と流通ネットワークの確立について明確なメカニズムがあるが、

水産業ではこのようなメカニズムがないので、それが必要であると考えられる。水産物も輸入に

依存しているのは、農作物と同様である。私たちは政府機関や先行研究が水産業における技術支

援と流通ネットワークの確立の必要性を述べていることに加えて、上で記した農業の輸入確保の

モデルが成功していることから技術支援と流通ネットワークを組み合わせた農業の先行モデルが

水産業にも適用できると考えた。 

 
 
2 2 2 2 農業農業農業農業モデルモデルモデルモデルのののの応用応用応用応用したしたしたした水産技術水産技術水産技術水産技術のののの技術支援技術支援技術支援技術支援モデルモデルモデルモデル    

    

本節では前節で紹介した農業の技術支援モデルを水産技術支援へと置き換えることによって、

日本から東アジアへの水産業技術支援モデルを考えてみる。 

 

図 4-2 は農業の技術支援モデルを元に考えた水産業技術支援モデルである。水産業技術支援の

ポイントとして、東アジアの水産業者の育成、水産技術の普及、水資源管理、市場の整備の４点

がある。まず東アジアの水産業者の育成に関しては、内発的成長を促し、支援が終えた後でも発

展が一時的なものにならないようにすることが大事である。次に水産技術の普及については、養

殖技術支援などがあげられ、日本の世界トップレベルの技術を普及させていき、すでに養殖技術

支援は実際に行われている。こういった技術支援により、生産力の向上につながり、供給量が増

加していくことになる。また、水資源の管理に関しては、養殖の発達過程で水質汚染などといっ

た環境問題が発生してくるので、環境に対する配慮をし、資源管理をしっかりとしたものにして

いく。そして、最後に市場・流通システムの確保に関しては、水産業者のマーケット情報への充

実したアクセスを可能にすることで、水産業者は消費者のニーズに合わせた生産が可能になり、

東アジアの水産業者の収入増加が可能となる。加えて、経営能力の向上もさせていくことにもつ
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なげていく。 

具体的な支援方法としては、日本からの技術者の派遣を行い、現地で水産技術の普及にあたる

という方法と、日本に研修生として相手国から迎えて、日本の技術を習得し自国へ持ち帰っても

らうという方法がある。どちらの支援方法にしても日本主導で技術支援を行うことが重要である。

また、高木（2007）でも、日本は種苗・飼料・防疫などにおいて優れた養殖技術を有しているが、

それらを他国に移転するには受け入れ国の環境を知ることが必要不可欠であるとしているように、

ただ支援・協力するというだけではなく、支援先の現地の環境・インフラの整備状況を考慮する

ことで支援国の持続的な発展につなげていくことが可能になる。 

そして、技術支援をして、東アジアでの生産面の改善ができ、水産物の供給量が増えたとして

も、日本への安定供給のためには、その増加分を日本に向けて輸出していくようなネットワーク

の形成が必要である。そのことについて、第３節にて考察していくことにする。 

 

 

2 2 2 2 東東東東アジアアジアアジアアジア圏圏圏圏ネットワークネットワークネットワークネットワーク形成形成形成形成    

 

先に述べた生産力向上の技術支援をしただけでは、安定供給の解決にはならない。生産された

水産物を確実に日本に輸出されるようにしなければならない。そのために流通ネットワークの整

備・形成をしていくことが必要となってくる。ネットワークの形成に際しては、日本主導で東ア

ジア圏を中心としたネットワークを形成することが重要であると考える。本節では、ネットワー

クの形成に関して、貿易の円滑化と人の移動の円滑化の 2 点に焦点を当てて、論じていくことに

する。 

 

２．１ 貿易の円滑化 

貿易を円滑に行うことで生産システムの全体の効率化が図られる。貿易を円滑に行うために、

ＦＴＡやＥＰＡのような貿易協定や経済連携協定の締結が世界規模で行われている。日本におい

ても、タイをはじめとするＡＳＥＡＮ諸国等とすでにＥＰＡを締結し、域内の物資の流動が円滑

になってきている。さらなる貿易円滑化が実現できるようになるために、すでに成功しているＥ

Ｕ域内における流通ネットワークのしくみとＡＰＥＣにおける貿易円滑化の試みを例にし、それ

を東アジア圏ネットワークに生かせないかを考察し検証する。 

まず、ＥＵ域内の流通制度がどうであるのかを述べていく。ＥＵ域内の流通政策としては、次

の通りである。 

（1） 加盟国相互間の関税は全て撤廃 

（2） 製品規格や認証の統一 

（3） 域内の国境手続きの簡素化 

（4） ＣＡＰ改革 

（5） 人の移動の自由 

（6） 統一通貨「ユーロ」の発行 
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この政策の中でも東アジア圏ネットワークに生かせるものがあり、それは（2）（3）（5）の政策で

ある。（5）に関しては、次の項で述べることとし、ここでは、（2）（3）について考察する。まず

（2）については、養殖にしても天然にしても水産物で東アジアの中で認証を統一できれば、海外

産の輸入水産物の安全面の不信感がなくなると考えられる。日本が安心してアジアから輸入でき

るためにも、日本の基準で、日本の市場にあった認証システムの形成が必要である。（3）につい

ては、国境間の手続きを簡素化することにより、国家間のモノの流通は円滑になり、アジアから

の輸入が容易となる。日本主導で東アジア圏内の円滑な流通制度を整備していくために必要であ

る。 

 次にアジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）閣僚会議で議論された「ＡＰＥＣ第２次貿易化行動計

画」を取り上げる。この計画は日本の貿易担当大臣会合（ＭＲＴ）で支持されている。この計画

は、2010年までに貿易取引コストをさらに 5％削減を達成するために打ち出されており、通関手

続き、基準認証、電子商取引およびビジネス関係者の移動に焦点を当てている。また、ＡＰＥＣ

内における国際貿易の「窓口単一化」の実施も計画されている。窓口単一化によって、貿易およ

びビジネス関係者は、単一の窓口に標準化された情報並びに記録を電子化して提出すると、輸入・

輸出・通過に関連するすべての規制上の必要事項が満たされることになり、これにより、円滑な

貿易ができるようになる。 

 このようにＥＵにしてもＡＰＥＣにしても、実際にネットワークの形成ができており、または

できつつある。日本でもすでに締結しているアジア諸国との FTAや EPAを活用することによっ

て東アジアの現状にあったような流通ネットワークを形成できれば、さらなる貿易の円滑化を進

めることができるだろう。 

 

 

２．２ 人の移動の円滑化とそれ以外のメリット 

生産力向上のために技術支援者の派遣や研修生を日本に迎え、技術支援をしやすくするために

も、人の移動の円滑化が求められる。これもまた、日本主導でしていくことが求められる。ここ

ではすでに実施されているＥＰＡ内における人的交流を例にして論じていく。 

ＥＰＡは特定の国々との間や地域間での機動的な貿易・投資・人の移動などを促進するために

有効である。ここから、投資・人の移動などを促進の部分を利用し、人の移動の円滑化でき、さ

らに養殖のための設備投資といった技術支援もしやすくしていくことが可能である。日本の東ア

ジアに対するＥＰＡの交渉・締結は現在進行中であるが、これにより、東アジアネットワークの

形成を促進させることになる。 

人の移動の円滑化は、東アジアにおいても実現は可能である。そして、日本も東アジア圏でＥ

ＰＡの交渉・締結を推進しているので、人の移動の円滑化の実現に向けて取り組んでいる。 

EPA は人的交流以外にも多くのメリットをもたらす。具体的には農林水産省の政策を参考に以

下の４つが挙げられる。 

（1） 日本への食料輸入の安定化・多元化 

（2） 安全・安心な食料輸入の確保 
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（3） 日本食品産業のビジネス環境の整備 

（4） 東アジアの農山漁村地域の貧困等の解消 

これにより、東アジアにおける、食料安全保障、食の安全・安心の確保、農業水産業・食品産業

の共存と共栄が実現し、東アジア全体の経済発展へとつながっていくことになる。このことに関

しては、鈴木（2007）も、東アジアＥＰＡ形成にあたっては、富の公平な分配に配慮し、貿易自

由化とは別に、貧困解消のための支援・協力システムを、ＥＰＡの枠組みの中に取り込むことが

必要であると論じている。 

 

このように、人の移動の円滑化やその他のメリットにより、水産物の生産力向上のための技術

支援がしやすくなる。日本からの東アジア諸国への技術支援者の派遣、また、東アジアから日本

への研修生の派遣が、人の移動の円滑化で活発になり生産力の向上にもつながってくる。技術支

援によって供給量を増やし、増加分を日本へ輸出させるようにしていく。そのためにも、流通ネ

ットワークの形成が必要である。日本主導で東アジア流通ネットワークを形成していくことで、

日本の安定供給が促される。また、ネットワークを形成していくことで、日本は安定供給できる

ようになる。一方で、東アジア諸国は市場整備が進み、インフラの整備もでき、また所得の向上

により、経済発展の足がかりにしていける。ネットワークの形成により、東アジア全体で共栄関

係となり、発展していくことができるのである。 
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ⅤⅤⅤⅤ    政策提言政策提言政策提言政策提言    

これまで、トレーサビリティーと技術支援の重要性、今後の課題、さらには改善策を述べてき

た。供給量の 4 割を輸入に依存している現代の日本において、このような対策は不可欠である。

なぜなら、「消費者の意識の問題」と「需要と供給の問題」の二つが、日本の買い負けを引き起こ

している大きな要因であり、この二つの問題を解決しなければ、必要な輸入量を確保することが

困難になるからだ。このため、どちらか片方への対策ではなく、この二つの問題両方への対策を

して初めて解決へと導くことができる。ここからは、この二つの問題に対し、トレーサビリティ

ーと技術支援を行うことによって、どのような経済効果があるか示していきたい。 

 

 

1 1 1 1 トレーサビリティートレーサビリティートレーサビリティートレーサビリティーによるによるによるによる経済効果経済効果経済効果経済効果    

    

現在、消費者は、商品の正しい情報を得ることができず、原産地を基に安全性を判断している。

これは、生産者と消費者の間には情報の非対称性があるためであり、これを解決することが必要

である。そのため、輸入業者は、高値で商品を購入したとしても、その需要がなく利益が見込め

ないために買い負けすることが多かった。このような状況下、トレーサビリティーを導入するこ

とによって、情報の非対称性を解決し、輸入業者の国際市場における買い負けを防ぐことができ

る。 

先にも述べた通り、消費者は、原産地で安全性を確認しているが、トレーサビリティーを導入

すれば、表示を見て安全性を確認することができる。これにより、原産地を理由に需要が少なか

った輸入品も安全性を正しく消費者に認識してもらうことができ、国産品より価格の安い輸入品

の需要が伸びると考えられる。消費者の需要が伸びるということは、その分輸入業者の購買力も

向上するということであり、高値で買っても利益を生み出すことができる。これにより、情報の

非対称性を解消するトレーサビリティーが、買い負けの問題をも解決すると言える。 

 

 

2 2 2 2 技術支援技術支援技術支援技術支援によるによるによるによる効果効果効果効果    

    

現在世界で、水産物に対する需要量は急激に拡大しているにも関わらず、それに見合う供給量

の確保はされていない。この状況に対し、日本は魚食大国として、真っ先に対策を行うべきであ

る。その対策として、アジア諸国への技術支援が挙げられる。ここで重要なのは、ただ技術支援

するのではなく、生産量の増加分を日本へ供給するようなネットワークを形成することである。 

まず、日本は水産技術、特に養殖技術において、世界トップレベルの水準を誇っており、この

技術を他国へ普及させることによって、生産量の拡大に貢献することができる。世界規模での生
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産量の拡大は、水産物の価格上昇を抑制する一番の対策であり、これには世界にとっても、日本

にとっても有益である。 

 しかし、技術支援をしても価格の上昇を抑制するほどの生産量の拡大は見込めないだろう。

なぜなら、世界規模で必要とされる供給量を満たすことは短期的には不可能だからである。ここ

で重要なのは、日本を含むアジア圏で、流通システムを整備し、ネットワークを形成するという

ことである。すると、他国よりも日本に優先的に水産物が供給されるようになり、日本は現在よ

り安価に魚を購入することに繋がる。 

以上のことから技術支援をし、ネットワークを創ることは、魚の価格の上昇に対する十分な対

策といえる。 

 

 

3 3 3 3 今後今後今後今後のののの研究研究研究研究のののの展望展望展望展望    

    

本稿では、すでに輸入水産品に対する依存が高いのにも関わらず、日本政府が水産品の輸入に

対して有効な対応をしていないことに注目し、水産物の輸入に関する問題に対する対策を提案し

た。水産物の安定輸入のための改善策は必要不可欠であり、「需要と供給の問題」と「消費者の意

識の問題」への対策が有効であるということを十分に証明できただろう。つまり、トレーサビリ

ティーと技術支援、どちらか片方でなく、両方を行うことが重要なのである。 

水産物輸入に関する問題を解決することは、消費者にとっての安全で安価な水産物の安定供給

を実現する上で必要なことであり、人々の生活を豊かにするものである。また、その過程でアジ

ア諸国に技術支援をすることや、ネットワークを形成することは、アジア諸国を経済的に豊かに

導く可能性を秘めており、アジア全体の経済発展にも繋がっていくと考えられる。しかし、今回

は、改善するための大きな枠組みを提案するまでに留まり、詳細な実証分析をするまでに至らな

かった。これは今後の研究課題である。 
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【図表】 

 

 

図 1－1：水産物自給率の推移 

 
出典：社会実情データ図録「水産物自給率の推移」 
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図 1－2：国内水産物生産量 

 

出典：水産庁｢水産物の自給率等の推移と今後の見通し｣ 

 

図1－3：魚介類の自給率・生産量の推移と現行水産基本計画における目標値 

 

出典：水産庁｢水産物の自給率等の推移と今後の見通し｣ 
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図 1－4：水産物輸入量の推移 

 

出典：水産庁｢我が国と世界の水産物需給｣ 

 

 

 

 

 

図 1－5：円・実効為替レートの推移 

 

出典：南都経済センター ｢センター月報 2007年 8月号｣ 
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図 1－6：肉・魚の価格の推移 

 
出典：総務省 統計局 ｢家計調査｣ 
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図 1－7－1：消費地中央卸売市場品目別卸売数量・価格 

 

出典：農林水産省統計部｢水産物流通統計年報｣ 
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図 1－7－2：消費地中央卸売市場品目別卸売数量・価格 

 

出典：農林水産省統計部｢水産物流通統計年報｣ 
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図 1－7－3：主要水産物(活・生鮮・冷蔵・冷凍)の輸入価格の推移 

 
出典：財務省 ｢貿易統計｣  
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図 1－8：水産物流通の概観 

 

出典：社団法人 海洋水産システム協会  

｢EUの TraceFishを活用した統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステムの開発｣ 

 

 

 

図 3－1：J-Fishレジストリ 

                                            

出典：社団法人 大日本水産会、社団法人 海洋水産システム協会 

｢EUの TraceFishを活用した統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステム開発報告書｣ 
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図 3－2：Webサービス 

 

出典：社団法人 大日本水産会、社団法人 海洋水産システム協会 

｢EUの TraceFishを活用した統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステム開発報告書｣ 

 

 

 

 

図 3－3：簡便で導入しやすいトレーサビリティシステム 

 

出典：社団法人 大日本水産会、社団法人 海洋水産システム協会 

｢水産物の安全管理を基盤化する統合型水産物安全・安心トレーサビリティシステム開発報告書｣ 
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図 3－4：チェーントレーサビリティ 

 

出典：農林水産省 「食品トレーサビリティシステムにおける相互運用性に関する調査報告書」 

 

 

 

 

 

図 4-１：農業でみる技術支援の循環 
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水産業者 

・ 安全で安心な安定した生産 

・ 生産力向上 

・ 安定した収入 

・ 安定した経営 

・ 環境面の配慮 

 

図 4-2：水産業技術支援モデル（日本から東アジア諸国へ） 
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